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１．はじめに―社会の扉から見た企業の

責任あるビジネスを問う 
 今、世界は気候変動、海洋汚染、資源

の枯渇などの環境課題、あるいは経済格

差、貧困、差別、ジェンダー平等などの

社会課題があふれており、持続可能な社

会 1を実現するために、様々な主体が取

組んでいる。 
特に企業に対しては、国際機関による

合意や基準の遵守などを通して、環境・

社会課題の解決への要請が年々高まって

いる。そして、企業は持続可能な社会に

向けて、ISO26000（組織の社会的責任

の手引き）の導入、SDGs（持続可能な

開発目標）への取組み、国連グローバ

ル・コンパクトへの署名、ESG 投資への

対応などの取組みを行うようになってい

る。 
本論文では、企業のこれらの取組みを

「責任あるビジネス」という用語で論じ

ることとする。一般的にはこれは CSR
（企業の社会的責任）2として実施される

が、「ここ数年間で、CSR はますます

RBC（責任ある企業行動）や BHR（ビ

ジネスと人権）と共に用いられることが

多くなり、（欧州連合などで）互いに同義

で使用される場面も見られ」、いずれも、

「企業が、人々や地球の環境や社会に対

して自社の事業活動及びサプライチェー

ンが及ぼす影響を、補足事項でなく、中

核事業の一環として考慮すべきという期

待を反映しており、環境及び社会への負

の影響を回避し、それらに対処するべき

という意味もある。」3とされており、企

業への要請をより明確に表すものとし

て、「責任あるビジネス」の用語を使用す

ることとする。 
最近、米国の経営者団体、ビジネス・

ラウンドテーブルが 2019 年 8 月に企業

の役割として、全てのステークホルダー

にコミットメントする方針を発表したほ

か、世界経済フォーラム（World 
Economic Forum、WEF）は、2019 年 1
月、ダボス・マニフェスト 20204に、企

業は株主だけでなく、全てのステークホ

ルダーに報いるべきであると宣言し、持

続可能な社会の考慮を強めようとしてい

る。その背景には、企業の過度な短期的

な利益追求である株主至上主義が世界の

環境・社会課題をもたらしたとの反省が

あり、企業のビジネスから影響を受ける

消費者、労働者、地域住民などのステー

クホルダーを考慮することによって解決

を図ろうとしているものと考えられる。 
それでは、このようなステークホルダ

ー資本主義への転換は、企業の責任ある

ビジネスの進展につながっていくのだろ

うか。 
この問題を考察するにあたって、ま

ず、環境・社会課題を解決するための国

際合意や基準は企業にどのような責任あ

るビジネスを求めているか、そして、企

業の実践はこれらの国際合意や基準との

間にギャップはないか、もしギャップが

あるとしたら、その背景は何かについて

考察する。その後、これらの考察をもと

に、企業は、今後どのような考え方で責

任あるビジネスに取組むべきかの示唆を

導き出したいと考える。 
通常、企業の持続可能な社会への取組

みについての研究は、そのほとんどが企

業経営の扉から考察するが、本論文では

国際合意・基準という扉を通して、持続

可能な社会への企業の取組みを考察しよ

うというものである。このようなアプロ

ーチを取ることによって、現在起きてい

る企業側からの変革の方向性の問題点、

さらには企業が今後取るべき方向性を見
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出すことができると考える。 
 

２．課題解決に向けた国際合意や基準に

ついて 
世界では、さまざまな環境・社会課題

が発生し、地球も社会も危機にさらされ

ていると認識されるようになった。その

象徴的な問題提起として、1972 年に発表

されたメドウズらの未来予測である「成

長の限界」がある。そこでは、「環境汚染

や利用可能な資源の激減によって人類は

2030 年から 40 年に、大きな経済的破局

に直面する」5と警鐘を鳴らした。その

後、1984 年の「環境と開発に関する世界

委員会」による「われら共通の未来

（Our Common Future）」において、

「持続可能な開発（Sustainable 
Development）」の概念が打ちだされる 
など国際機関を中心に持続可能な社会実 
現への取組みが継続して行われており、

社会の期待として国際合意や基準が策定

されてきた経緯がある。 
以下、持続可能な社会への解決を目指

す国際合意・基準のうち、主なものを取

り上げ、これらは、どのようなもので、

何を問題にし、どのように解決を図ろう

としているのかを考察する。そしてこれ

らの国際合意・基準が企業に期待する共

通項目を整理する。 
 
2.1 主な国際合意・基準 

環境・社会課題の解決に関わる国際合

意・基準を検討するにあたっては、幅広

く多様な内容をカバーするために、全体

枠組み、目標、課題、さらに投資の観点

から、次の６つを取り上げる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ISO26000 
・SDGs 
・ビジネスと人権に関する指導原則 
・国連グローバル・コンパクト 
・国連責任投資原則 
・パリ協定（国連気候変動枠組条約締約

国会議） 
 
2.1.1 ISO260006 
 2010 年 11 月に発行された国際規格で

ある ISO26000 は、組織の社会的責任を

初めて定めた規格であり、企業にとって 
はそれまでさまざまに存在していた CSR
の定義（図表１）を明確にしたほか、「な 
ぜ」、「何を」、「どのように」進めていく 
かについても明確にしたものである 7。 
また同規格の特徴は、組織が社会的責

任を果たすための取組みを進めるための

考え方として「7 つの原則」と、取り上

げるべき「7 つの中核主題」を定めてい

ることである。7 つの原則は、「透明

性」、「倫理的な行動」、「ステークホルダ

ーの利害の尊重」、「法の支配の尊重」、

「国際行動規範の尊重」、「人権の尊重」、

「説明責任」、7 つの中核主題は、「組織

統治」、「人権」、「労働慣行」、「環境」、

「公正な事業慣行」、「消費者課題」、「コ

ミュニティへの参画」となっている。 
 
2.1.2 SDGs  

SDGs は、2015 年 9 月に国連総会で採

択された「我々の世界を変革する: 持続

可能な開発のための 2030 アジェンダ」

（以下、「2030 アジェンダ」という）8の

中に掲げられている。SDGs は貧困のな

い、持続可能な世界を次世代に受け継い

でいくことを目指した世界規模の目標と 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表１ ISO2600 による「社会的責任」の定義 
組織の決定及び活動が社会及び環境に及ぼす影響に対して、次のような透明かつ

倫理的な行動を通じて組織が担う責任： 
－健康及び社会の繁栄を含む持続可能な発展への貢献 
－ステークホルダーの期待への配慮 
－関連法令の遵守及び国際行動規範の尊重 
－組織全体に統合され、組織の関係の中で実践される行動 
注１：活動には、製品、サービス及びプロセスを含む 
注２：関係とは組織の影響力の範囲内での活動を指す 
出所：日本規格協会編、ISO 国内対応委員会監修（2011）「ISO26000：2010 組織の

社会的責任に関する手引き」、p.9。 
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して、17 ゴールと 169 ターゲットが明記

されている。 
 2030 アジェンダの前文には、「このア

ジェンダは、人間、地球及び繁栄のため

の行動計画」であり、「我々は、世界を持

続的かつ強靱（レジリエント）な道筋に 
移行させるために緊急に必要な、大胆か

つ変革的な手段をとることに決意してい

る。」とあるように、2030 アジェンダ、

そして SDGs は、世界を持続可能な社会

にするための行動を促すものである。ま

た、「実施手段」の中には、「政府や民間

セクター、市民社会、国連機関、その他 
の主体及び動員可能なあらゆる資源を動 
員して全ての目標とターゲットの実施の

ために地球規模レベルでの集中的な取組 
を促進する」とあるように、政府のみが 
実施するものではなく、企業も主体とし

ての取組みが期待されている。 
 
2.1.3 ビジネスと人権に関する指導原則 
 2011 年 3 月に、ジョン・ラギーによ 
り「ビジネスと人権に関する指導原則： 
国際連合『保護、尊重及び救済』枠組実

施のために」9（以下、「指導原則」とい 
う）と題する報告書が国連理事会に提出

され、承認された。この指導原則の枠組 
は、「企業を含む第三者による人権侵害か

ら保護するという国家の義務」、「人権を

尊重するという企業の責任」、「犠牲者が

実効的な救済手段に容易にアクセスでき

るようにする」という三本の柱から成り

立っている。 
この指導原則で重要なプロセスとして 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

明記されているものに、「人権デユー・デ

ィリジェンス」があり、「人権への負の影

響を特定し、防止し、軽減し、そしてど

のように対処するかということに責任を

もつために、企業は人権デュー・ディリ

ジェンスを実行すべきである。」、そして

「そのプロセスは、実際のまたは潜在的

な人権への影響を考量評価すること、そ

の結論を取り入れ実行すること、それに

対する反応を追跡検証すること、及びど

のようにこの影響に対処するかについて

知らせることを含むべきである。」とし、

企業の取り組むべき行動を明確にしてい

る。 
 
2.1.4 国連グローバル・コンパクト 10 
 1999 年、当時、グローバル化が急速に 
進む中、グローバル化の「負」の側面が 
顕著になり、もはや国家や国際機関だけ 
ではグローバルな課題を解決できなくな 
ってきたとの認識をもとに、コフィー・

アナン国連事務総長（当時）は企業にグ

ローバルな課題解決への参画を求め、世

界の経営トップに「人間の顔をしたグロ

ーバリゼーション」への取り組みを促し

た。そして、国連グローバル・コンパク

トは、企業に対し、人権・労働・環境・

腐敗防止に関する 10 原則（図表 2）11を

遵守し実践するよう要請した。 
現在（2015 年 7 月時点）では、世界約

160 カ国で 1 万 3000 を超える団体（そ 
のうち企業が約 8,300）が署名し、4 分 
野・10 原則を軸に活動を展開している
12。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表２ 国連グローバル・コンパクト 10 原則 
人権 原則１：人権擁護の支持と尊重 

原則２：人権侵害への非加担 
労働 原則３：結社の自由と団体交渉の承認 

原則４：強制労働の排除 
原則５：児童労働の実効的な廃止 
原則６：雇用と職業の差別撤廃 

環境 原則７：環境問題の予防的アプローチ 
原則８：環境に対する責任のイニシアティブ 
原則９：環境に優しい技術の開発と普及 

腐敗防止 原則 10：強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止の取組み 
出所：国連グローバル・コンパクト・ネットワークジャパンのウエブサイトにもとづき

作成。 
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なお、グル―バル・コンパクト・ネッ

トワーク・ジャパン（以下、「GCNJ」と

いう）の正会員は 379 企業・団体（2020
年 10 月 27 日時点）である 13。 
 
2.1.5 国連責任投資原則 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国連責任投資原則（Principles for 

Responsible Investment、PRI）につい

ては、国連環境計画・金融イニシアチブ

および国連グローバル・コンパクトの資

料 14によると、2006 年に国連主導で発足

した ESG 投資の世界的なプラットフォ

ームであり、署名機関は財務情報に加え

て、環境（Environment）、社会

（Social）、ガバナンス（Governance）
に関する視点をその投資プロセスにおい

て取り入れることなどが求められてい

る。当原則は、企業経営が長期的な目標

を犠牲にして短期的視点に導かれること

の多い金融市場との連携ができていない

という課題に対して、より優れた長期的

な投資成果とより持続的な金融市場を実

現する枠組みを提供するものとして、6
つの原則（図表３）を骨子としている。

また、「責任投資原則は、国連グローバ

ル・コンパクトを補完するものとして、

人権や労働基準、環境、腐敗と言った普

遍的な原則を経営方針等に組み込むよう

呼び掛けている。 
日本では、2015 年 9 月、年金積立金管

理運用独立行政法人（Government 
Pension Investment Fund、GPIF）が、

資金運用において ESG の視点を反映さ

せる国連責任投資原則（PRI）の署名機

関になったことを発表したことから、日

本で ESG 投資に対する関心が急速に高

まっている（水口：2017、pp.13-14）。 
 

2.1.6 パリ協定（国連気候変動枠組条約

締約国会議） 
パリ協定は、2015 年に合意された、気

候変動に関する条約である。1992 年に採

択された国連気候変動枠組条約に基づ 
き、1995 年より毎年、国連気候変動枠組 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
条約締約国会議（COP）が開催され、

2015 年 12 月、フランスのパリで開催さ

れた第 21 回国連気候変動枠組条約締約

国会議（COP21）においては、2020 年

以降の温室効果ガス排出削減等のための

新たな国際枠組みとして、世界共通の長

期目標として 2℃目標の設定や 1.5℃に抑

える努力を追求することなどが盛り込ま

れた 15。その後、日本は、2019 年 6 月

には「パリ協定に基づく成長戦略として

の長期戦略」が閣議決定され、「最終到達

点としての『脱炭素社会』を掲げ、それ

を野心的に今世紀後半のできるだけ早期

に実現することを目指すとともに、2050
年までに 80％の削減に大胆に取り組む」

ことや「ビジネス主導の非連続なイノベ

ーションを通じた『環境と成長の好循

環』の実現」が盛り込まれた 16ことか

ら、企業の温室効果ガス削減が一層求め

られることになった。 
 なお、2020 年 10 月 26 日、菅義偉首

相は所信表明で、2050 年に日本の温暖化

排出ガスを実質ゼロにする目標を掲げた
17 
 
2.2 国際合意・基準が企業に求める 
もの 
 現在の我々の社会は持続不可能、ある

いはこのままでは持続不可能になるとの

共通認識によって、世界は持続可能な 
社会を目指すという「大枠の合意があ

る」（水口：2017､p.225）。問題はその方

図表３ 国連責任投資原則（PRI）の 6 原則 
１．私たちは、投資の分析と意思決定において、ESG 課題を具体化します。 
２．私たちは、株主としての方針と活動において、積極的な株主になり、ESG 課題を

具体化します。 
３．私たちは、投資先企業による ESG 課題に関する適切な情報開示を求めます。 
４．私たちは、投資業界がこれらの原則を受け入れ、実践するよう促します。 
５．私たちは、これらの原則の実施に当たって、効果が高まるようともに協力します。 
６．私たちは、これらの原則の実践に関する活動と進捗について報告します。 
出所：PRI(2006),Principle for Responsible Investment、訳は引用者による。 
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法である。 
これまで概観してきた国際合意・基準

には、次の 4 つの共通事項が挙げられる

（図表４）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.2.1 責任あるビジネスとして、ネガテ

ィブ・ポジティブ両面への取組みを促す

ものである 
企業の責任あるビジネスについては、

まず、企業がもたらしたネガティブな影

響への責任について、強く、繰り返し求

めている。自らの企業活動によってもた

らした環境や人権被害等を自らが減少・

緩和させていく責任があると考えられて

いるのである。 
同時に、企業が社会や環境に大きなイ

ンパクトをもたらすことへの期待も大き

い（関：2018､p.79）。企業は、環境・社

会課題を生む存在でもあるが、他方でこ

れらを強力に解決する存在でもある。 
 
2.2.2 具体的な環境・社会課題の解決を

目指すものである 
ほとんどの国際合意・基準は、持続可

能な社会の実現のための具体的な課題を

示している。SDGs では 17 の目標を掲げ

て、背景にある環境・社会課題を示して

いる。ISO26000 は環境・社会課題を含

む 7 つの中核主題、国連グローバル・コ

ンパクトは人権、労働、環境等、国連責

任投資原則は ESG 課題を明示してい

る。パリ協定は温室効果ガス排出削減等

を定めている。 
 
2.2.3 具体的な企業行動を期待するもの

である 
具体的に求められる企業行動の例とし

て、ISO26000 では、人権尊重や説明責

任など 7 つの原則、指導原則では、「人権

デュー・ディリジェンス」を示し、国連

グローバル・コンパクトは、人権尊重や

強制労働の禁止などを要請している。ま

た、SDGs は目標のみを示しているよう

に見えるが、SDGs を記述している文書

である 2030 アジェンダの前文には、「こ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

れらの目標及びターゲットは、人類及び

地球にとり極めて重要な分野で、向こう

15 年間にわたり、行動を促進するもの

になろう。」との記述、「誰一人取り残さ

ない」という理念などを示し、人権尊重

をベースとする具体的な行動を求めてい

る（関：2019、pp.53-54）。 
 
2.2.4 ステークホルダーの尊重・協働を

謳っている 
ISO26000 では、7 つの原則の一つに

「ステークホルダーの利害の尊重」を掲

げ、SDGs は「誰一人取り残さない」を

理念とし、目標 17 で「パートナーシッ

プで目標を実現しよう」を挙げている。

国連グローバル・コンパクトや指導原則

は人を重視している。国連責任投資原則

では、「報告を活用し、より幅広いステー

クホルダー間における意識を高める」こ

とも求められている（国連環境計画・金

融イニシアチブおよび国連グローバル・

コンパクト:2019、p.6）。さらに、パリ協

定については、日本では 2019 年、パリ

協定にもとづく成長戦略を作成し、「長期

的に社会を担う中心となる若者世代を含

めたステークホルダーとの連携や対話を

通じた参加を進める」18などを盛り込ん

でいる。 
これらの内容から、企業はステークホ

ルダーを尊重するとともに、ステークホ

ルダーとともに持続可能な社会を築くこ

とが求められている。 
 
３．さまざまな環境・社会課題と問題点 

現在、社会の持続可能性を阻害する課

題は増え続け、それらは相互に関連し、

図表４ 持続可能な社会を実現するための国際合意・基準の共通項 
①責任あるビジネスとして、企業行動のネガティブ・ポジティブ両面

への取組みを促すものである。 
②具体的な環境・社会課題の解決を目指すものである。 
③具体的な企業行動を期待するものである。 
④ステークホルダーの尊重・協働を謳っている。 
出所：筆者作成。 



6 
 
 

複雑化している。また問題は途上国に限

らない。これらの課題解決については、

前章で考察したように国際合意や基準の

策定に見られるように国際的に対処しよ

うとしているが、依然として問題解決に

は程遠い現実がある。 
本章では、現在の持続可能性に関わる

課題を把握するために、2015 年に策定さ

れた 17 の目標を参考に、その背景にあ

る世界の課題を考察する。 
 
3.1 持続可能な社会に関わる分野と課題 

国連は、SDGs の諸目標（図表５）を

「人間」、「豊かさ」、「地球」、「平和」、

「パートナーシップ」の 5 つに分けて理

解を促進していることから 19、本項で

も、この 5 つに分けて国連広報センター

の資料 20にもとづき、課題を整理する。 
 
1）「人間」に関わる分野について 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この分野は、1～6 の目標が該当し、

「あらゆる形態と次元の貧困と飢餓に終

止符を打つとともに、すべての人間が尊

厳を持ち、平等に、かつ健全な環境の下

でその潜在能力を発揮できるようにす

る」とされ、貧困や飢餓が課題であると

同時に人間の尊厳や平等なども課題と考

えられる。 
2）「豊かさ」に関わる分野について 

この分野は、７～11 の目標が該当し、

「すべての人間が豊かで充実した生活を

送れるようにするとともに、自然と調和

した経済、社会および技術の進展を確保

する」とされ、自然と調和した経済、社

会や技術の進展が課題といえる。 
3）「地球」に関わる分野について 

この分野は、12～15 の目標が該当し、 
「持続可能な消費と生産、天然資源の持

続可能な管理、気候変動への緊急な対応

などを通じ、地球を劣化から守ることに 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表５ 持続可能な開発目標  
目標１：あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる  
目標２：飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進す

る  
目標 3：あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 
目標４：すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促
進する  

目標５：ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う  
目標６：すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する  
目標７：すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセス
を確保する 

目標８：包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働
きがいのある人間らしい雇用(ディーセント・ワーク)を促進する  

目標９：強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及び
イノベーションの推進を図る  

目標 10：各国内及び各国間の不平等を是正する  
目標 11：包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現す

る  
目標 12：持続可能な生産消費形態を確保する  
目標 13：気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる  
目標 14：持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する  
目標 15：陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂
漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する  

目標 16：持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へ
のアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制 度
を構築する  

目標 17：持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを
活性化する 

 
出所：国際連合広報センター（2015）「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」、p.14 に基づき筆者作成。 
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より、現在と将来の世代のニーズを充足

できるようにする」とされ、地球保全や

消費のあり方が課題である。 
4）「平和」に関わる分野について 

この分野は 16 の目標が該当し、「恐怖

と暴力のない平和で公正かつ包摂的な社

会を育てる。平和なくして持続可能な開

発は達成できず、持続可能な開発なくし

て平和は実現しない。」とされるように

「平和」が課題である。 
5）「パートナーシップ」に関わる分野に

ついて 
この分野は 17 の目標が該当し、「すべ

ての国、すべてのステークホルダー、す

べての人々の参加により、持続可能な開

発に向けたグローバル・パートナーシッ

プをさらに活性化し、このアジェンダの

実施に必要な手段を動員する」とされる

ように、「パートナーシップ」が課題であ

る。 
 
3.2 課題の背景にあるもの  

SDGs の 17 の目標から環境・社会課題

を考察してきたが、それらを生み出す要

因として、企業はその経済活動に必ずし

も環境や社会に及ぼす影響やコストを考

慮に入れないで規模を拡大してきた（モ

ニター・デロイト編：2018、p.17）と言

われている。 
まず、企業は消費者に、より安く、よ

い品質の製品を安定的に提供するという

競争にさらされている。その結果、企業

はより安い労働力を求めて、途上国の労

働力を活用、あるいは国内では非正規雇

用を活用するなどによって、労働者の賃

金を抑えようとする。そこに人々の経済

格差が生まれ、貧困もまた生まれる可能

性がある。つぎに、企業は、原材料を国

内のみならず世界各地から調達し、その

方法によっては地域や自然の生態系、そ

して地域のコミュニティにも影響を及ぼ

すこともある。 
また、経済が発展していくにしたがっ

て、人々はより便利な生活を志向するこ

とから、エネルギーの使用の増加による

地球温暖化などの環境課題、あるいはプ

ラスチックを使った商品、特に使い捨て

の容器が大量に使用されることによっ

て、ごみが増加し、気候変動や海洋汚染

を招くことになる。 
 
４．企業における環境・社会課題への実

践と課題 
前章で整理したように、現在、さまざ

まな環境や社会課題の出現が持続可能な

社会の実現を脅かしていることから、多

くの企業は、CSR をより積極的に、最近

では、SDGs への意欲的な取組み、さら

には ESG 投資への積極的対応などを行

うようになってきた。また、これらの実

践にあたってはステークホルダーの声を

聴くところもある。 
しかし、これらの実践を詳細に見る

と、多くの課題があることも事実であ

る。先に述べた国際合意・基準の共通項

に沿って、その実践と課題について、各

種調査結果をもとに考察する 21。 
 
4.1 共通項①「責任あるビジネスとし

て、ネガティブ・ポジティブ両面への

取組みを促す」への実践と課題 
企業は、環境・社会課題に取組めばい

いわけではない。企業活動がもたらすネ

ガティブ、ポジティブ両面の取組みが問

われている。 
 たとえば、SDGs の取組みについて、

経団連の調査結果 22を見ると、SDGs を

活用した取組みは、「事業活動を SDGs
の各目標にマッピング」が最も多く、次

いで「優先課題の決定」となっており、

いずれも 6 割を超え、しかも 2 年前の

2018 年度調査と比較すると、伸び率が

最も高いのが「経営への統合（ビジネス

戦略に SDGs を組み込む）」が 4.2 倍と

なるなど急速な取組みの進展が窺える。

他方、CSR レポートやウエブサイトな

どにおいて、「自社の取組みと SDGs を

紐付けて、どの課題の解決に貢献してい

るかを発信する企業がほとんどだ。

SDGs が対象にしている課題に負の影響

を与えているかについて、言及している

ところは見られない」とし、「ネガティ

ブな影響から目をそむけていると、

『SDGs ウォッシュ』23と批判されかね

ない」との指摘もある 24。 
また、指導原則などに定められる人権
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デュー・ディリジェンスについて、企業

活力研究所の調査 25によると、「負の影

響評価までは多くの企業で対応できてい

るが、評価結果に基づく適切な措置が行

われているのは半数、追跡調査まででき

ているのは 3 割にとどまっている」と報

告されている。 
 
4.2 共通項②「具体的な環境・社会課題

の解決を目指す」への実践と課題 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
企業は重要課題（マテリアリティ）を

特定することについて、企業市民協議会

の調査（2017）によると、52%の企業が

「マテリアリティを特定済み」としてい

る 26。 
しかし、企業のマテリアリティの特定

は、持続可能な社会実現のための必要な

課題設定となっているだろうか。 
wbcsd（持続可能な開発のための世界

経済人会議）らの ESG 情報開示（図表

6）についての調査 27によると、日本で

は諸外国に比べ、「環境課題を重視する」

が、諸外国で挙げられている「雇用条 
件、方針と慣行」や「製品・サービス責 
任」などの社会課題の開示はあまり重視

されない」という結果となっている。こ 
れらの社会課題が日本においても重要な

課題であると考えられることから、本来 
 
 
 
 
 
 
 

取り組むべき課題を取りあげていないと

もいえる。  
また、日本では特に、CSV（Creating 

Shared Value：共有価値の創造（以下、 
「CSV」という）に熱心な企業も多い。

実際に、企業が CSV に取り組むことで 
さまざまな課題がビジネスを通して解決 
されることが期待される。しかし、一方

で、そもそも「ポーターらがいう社会的

価値は経営戦略的視点から選択された社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
会価値」であり、「経済的価値を生まない 
社会的課題はそもそも選択対象とならな 
い」（百田：2016、p.163）、「取組みが容 
易な、そしてアピール効果の大きい課題

だけを選別して取り組むいいとこどり 
の、いわゆるチェリーピッキング」（関：

2018、p.85）になっていないかとの批判 
もある。そして、2014 年、CSV 論に

懸念を抱く企業や NGO など各セクター

の CSR 有識者有志によって、「CSR と

CSV に関する原則」28（図表７）が公表

され、「ネガティブ・インパクトに目を向

けないことに対する警告を発している」

（関：2018､p.85）。 
CSR は、前述したように、「組織の決 

定及び活動が社会及び環境に及ぼす影響 
に対する組織が担う責任」（日本規格協会

編：2011、p.9）であり、ネガティブな 
 
 
 
 
 
 

 

図表６ ESG 情報開示動向 
日本 主要な経済国 
排出量・汚染 製品・サービス責任 
気候変動 説明責任 
資源利用 気候変動 
エネルギー 排出量・汚染 
廃棄物 雇用条件・方針と慣行 
説明責任 廃棄物 

□環境 □社会 □ガバナンス 
出所：Pwc、CDSB、wbcsd（2018）『日本企業における
サステナビリティに関するレポーティングの動向』、p.6
にもとづき筆者作成。 

図表７ CSR と CSV に関する原則（要約） 
１．CSR は企業のあらゆる事業活動において不可欠です。 
２．CSV は CSR の代替とはなりません。 
３．CSV は CSR を前提として進められるべきです。 
４．CSV が創り出そうとする「社会的価値」の検証と評価が必要です。 
出所：CSO ネットワーク「CSR と CSV に関する原則」ウエブサイト。 
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影響も含むものである。「CSV は CSR の

本来のあるべき姿の一部」（関：2018、
p.85）であることに注意を払う必要があ

る。 
 
4.3 共通項③「具体的な企業行動を期待 

する」への実践と課題 
指導原則についての具体的な行動につ

いて、前述の経団連の調査によると、人

権尊重のための企業方針を策定している

企業は 65%で、「策定済み」「策定予定」

「策定を検討している」企業を合わせて

76%であるが、2018 年度から大きな進展

はなく、また、人権リスクの特定・影響

評価、人権リスクの予防・対処などは、

実施企業が 3 割程度に留まり、これも同

様に 2018 年度調査時から進展していな

いと報告されている（日本経団連：

2020、p.26）。 
前述の企業活力研究所の調査において

も、「人権に対し顕著な影響を与える課題

や KPI に基づく進捗状況を開示できてい

るのは 2 割に満たない」と同様の結果と

なっており（企業活力研究所：2017、
p.25）、ビジネスにおける人権への具体的

取り組みは進んでいないように見える。 
 
4.4 共通項④「ステークホルダーの尊

重・協働を謳っている」への実践と課

題について 
 企業のステークホルダーとの関わりに

ついては、前述の企業市民協議会で詳し

く調査されていることから、それをもと

にステークホルダーの関与の有無、対

象、方法、内容等を以下に整理する。 
１）関与の有無・対象 

9 割近くが何らかの関与を得ていると

しているが、企業が重視しているステー

クホルダーは「従業員、顧客・消費者、

取引先、株主・機関投資家、地域コミュ

ニティ」が多く、NGO・NPO や有識者

はその半数となっている。 
２）関与の方法・内容 
 CSR 方針、マテリアリティなどの策

定、CSR 報告書の作成、具体的活動の実

施、懇談会の際など多様な方法やケース

でステークホルダーの関与及び協働をし

ているとの回答が多くなっている。 

さらに、YUIDEAによる「統合/CSRレ

ポート2019年版」の調査29を見ると、

CSRレポートにステークホルダーが 

第三者意見を執筆したのは14%、統合報 

告書では4%とさらに少数であった。しか

し、約半数（48%）の企業が、有識者

（シンクタンク、コンサル、大学教授、

NGO、機関投資家等）と何かしらのコミ

ュニケーションはとっていること、さら

に社外取締役とのコミュニケーションの

結果を情報開示する企業は72%と過半数

を超えている。 

これらの調査結果を見ると、ステーク

ホルダーと多様な方法でコミュニケーシ

ョンを取るようにはなっているものの、

取組んだ具体的な課題が何かは明らかで

はなく、企業に影響を与えているステー

クホルダーの関与と協働については明確

にはなっていない。 
なお、2018 年の経団連のアンケート調

査 30を見ると、ESG 情報の開示として、

「投資家や格付・評価機関への対応」の

ためが最も多く、「企業が良い ESG 評価

をもらうためのテクニックを磨くことに

走る傾向が見られ、本来のダイアログと

はかけ離れた『対話』になってしまって

いる例も少なくない」、「NGO・NPO と

の建設的な対話は、一番少ない」（関：

2018､p.200）とも指摘されている。 
 
５．社会の企業への期待と現実のギャッ

プのベースにあるもの 

第4章で考察したように、現在の国際合

意や基準が企業に求めているものと企業

の実践との間には大きなギャップがあ

る。なぜこのようなギャップが生じるの

だろうか。 

一つには、資本主義社会における環

境、社会、経済の関係についての捉え方

の問題、二つには、経済社会における人

間の捉え方の問題があるのではないだろ

うか。 

 

5.1 資本主義社会における環境、社会、

経済の関係についての捉え方の問題 

2019 年 8 月、米国経営者団体である

「ビジネス・ランドテーブル」が株主第 
一主義を見直し、従業員や地域社会など
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の利益を尊重した事業運営に取り組むと

宣言した31。これは、1997年以来の「企

業は株主のために存在する」との原則を

転換するものであり、米国型の資本主義

の大きな転換点になると注目されてい

る。その背景には、株主第一主義が格差

の拡大や環境破壊などの諸問題をもたら

し、「米国企業のトップは昨今、政治家

や一部の株主から、株主価値増大よりも

幅広い視野で会社を経営すべきとの強い

プレッシャーにさらされてきた」ことや

ESG投資の広がりがあるとされる（広

野：2109）。また、従業員や顧客を、長

期的に株主価値をもたらす方法で支えよ

うとする「ステークホルダー理論」

（Freeman：2007）の影響もあると考え

られる。 

また、2020年1月、WEFのダボス会議

でもステークホルダー資本主義が一つの

テーマとなった。米国大手企業のCEO
は、「企業は株主への利益の最大化ばか

りに目を奪われ」、「不平等と地球環境

の緊急事態を招いた」、「すべてのステ

ークホルダーに配慮することが事業継続

の条件になる」と語っている32。 

それでは、このような株主資本主義か

らステークホルダー資本主義への転換

は、環境・社会課題の解決に向けた企業

経営の変化をもたらすだろうか。 

株主資本主義は株主の利益を優先し、

環境や社会課題の責任を主要な課題とは

とらえていない。かつて、フリードマン

は「企業経営者の使命は株主価値の最大

化」である（ミルトン・フリードマン、

村井章子訳：2008、p.249）と主張し

た。一方、ステークホルダー資本主義

は、ステークホルダーに影響を及ぼす環

境・社会課題を重視する。 

これらの内容を見る限り、株主資本主

義とステークホルダー資本主義では、企

業の責任範囲において、大きな差異があ

るように見えるが、どこまで差異がある

か、ステークホルダー資本主義が企業の

責任ある行動にどれだけの変化を与える

については未知数である。 

ステークホルダー資本主義について、

広野（2019）は「企業がステークホルダ 
ーの利益を考慮することで長期的な株主

価値をもたらそう」としたものであり、

株主を考慮しないわけではない。また、

「どの関係者を優先すべきかという優先

順位が書かれず、ステークホルダーの間

で対立が生じたら誰を優先すべきかの指

針がない」と指摘する。 

したがって、株主資本主義かステーク

ホルダー資本主義かの二項対立の見方は

本質を見誤る危険がある。むしろ両者は

基本的に同じ資本主義経済システムのう

えに立ち、ステークホルダーの重視の程

度の差なのではないだろうか。必要なの

は、ステークホルダー資本主義を唱える

だけではなく、その中身を明確化するこ

とではないか。さらには、株主資本主義

かステークホルダー資本主義かではな

く、経済について、環境・社会をどのよ

うに関係づけるかを明確にすることなの

ではないかと考える。 

そこで、経済について、環境、社会と

の関係を論じているものについて考察す 

る。 

 
5.1.1 トリプルボトムライン 

環境、社会、経済の関係について、

1994年、起業家であり作家のジョン・エ

ルキントンが初めて「トリプルボトムラ

イン」という考え方を提唱した。これ

は、「財務的なボトムラインだけではな

く、社会面、環境面でのパフォーマンス

を高めて、トータルでプラスにするとい

うものである」（谷本：2006、p.61）。

その後、CSRレポート作成の国際基準で

あるGRIガイドライン33にも反映され、

長らく、企業のCSRの取組みの考え方と

して定着している。しかし、「経済性が

あってその上で社会性があり、それらの

バランスを取るというように理解するな

らば問題である」、現在、「バランスと

いうよりも、経済活動の在り方が問われ

ており、そこで生じる社会的・環境的課

題への対策をいかに組み込むかがポイン

トになってくる」（谷本：2006、pp.61-
62）。 

 

5.1.2 地球環境的な境界線と社会的な境

界線の設定 

１）環境的な上限および環境・社会・経 
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済の三層構造 

ストックホルム・レジリエンス・セン

ターのロックストロームらは、人類が次

の世代のために発展し、繁栄し続けるこ

とができる 9 つのプラネタリーバウンダ

リー（環境的な上限）を提案している
34。さらに、ロックストームらは、SDGs
の諸目標について、一番下の層を生物圏

に、その上に社会圏、さらにその上に経

済圏、トップに目標 17 の「パートナー

シップ」を挙げる図を提唱している。こ

れは SDGs を環境、社会、経済の 3 層構

造として見る新しい考え方 35であり、経

済は環境、社会の存続のもとに成り立つ

ことを示している。 
 
２）ドーナツ経済にもとづく環境および

社会の境界線の設定 

ケイト・ラワースは、従来の経済学が

環境・社会課題の解決を示してこなかっ

たと厳しく指摘し、前述のプラネタリ

ー・バウンダリーである地球環境的な境

界線に、社会的な境界線を加えたドーナ

ツの図 36（ラワース、黒輪訳：2018、
p.56）を提唱する（図表８）。持続可能な

未来をつくるためには、地球システムの

負荷の限度を超えることがないように、 
そして食糧、教育や住居など人類の福祉

の不足をなくし、すべてをドーナツの

「中身」におさめる必要があるとする 
（ラワース、黒輪訳：2018、pp.62-
64）。そして、実際のデータをもとにし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

て、現在の状況は、環境面は９分野のう 
ち、4分野で超過（行き過ぎや使いす

ぎ）、社会面の12分野はすべて「不足」

しているという37。ドーナツ経済の図

は、現状を認識したうえで、未来のある

べき姿へと向かわせるツールとして明快 

である。 

 

経済と環境、社会との関係の在り方を

時代の変化で見ると、20世紀型産業社会

においては、「経済中心であり、環境・

社会は与件」、80年代以降、グローバル

化の負の側面として地球環境問題や途上

国における貧困問題や労働・人権問題な

どの社会的課題が顕在化するようにあ

り、NGOの運動が企業への影響力を増

し、企業はCSRに対応せざるを得なくな

り、「経済と環境・社会」のバランスを

求めるようになったと考えられる。そし

て、21世紀は、持続可能な発展を目指

し、CSRが中心的課題として企業経営に 

組み込まれ、「経済は環境・社会の中で

成り立つ」（谷本：2006、pp.240-242）
と考えることができるのではないか。そ

うすると、「トリプルボトムライン」の

考え方は20世紀型であり、現在は、経済

は環境・社会の持続可能性に支えられて 

成立するものであること、さらに、環

境・社会の課題について境界線を示し

て、それを目指していくとする「地球環

境的な境界線と社会的な境界線を設定」

する考え方を取ることで、未来のあるべ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：「ドーナツ経済学が世界を救う」（ケイト・ラワース：2018、
p.56）の「ドーナツ」の図をもとに簡略化して作成。 

 

生命を育む
地球システ
ム負荷が限
度を超過 

図表８ ドーナツ経済 

食糧や教育
や住居など
人類の福祉
の不足 
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き姿に向けて、環境・社会課題の解決の

ための具体的な行動の指針にすることが

できると考える。 

このように考えると、国際合意・基準

は、経済は環境・社会課題の持続可能性

を前提とするが、企業は、いまだ経済中

心の世界を描いていることが国際合意や 

基準とのギャップを招く結果になってい

るといえるのではないか。 

 
5.2 経済社会における人間の捉え方の 

問題 

谷本は、現在の資本主義経済社会にお

ける人間像について、「社会的な関係を

すべて捨象した上で生産者、消費者の純

粋な経済合理的な行動を描く」ことか

ら、「ベースにある価値観の変化や社会

的、政治的な動きが市場に影響を与える

という現実的な関係性を捉えることがで

きない」（谷本：2006、p.103）と指摘

する。ケイト・ラワースが経済学におけ

る従来の合理的経済人から社会的適応人

との見方を提案（ケイト・ラワース：

2018、pp.110-116）するのも社会のなか

での実際の人間像を描くものである。 

社会のなかで具体的な存在として人 

間、つまりステークホルダーを捉えると

き、ステークホルダーは、一方で、企業

等に影響を及ぼす存在であり、他方で企

業等から影響を受ける存在である。たと

えば、消費者は、商品の選択等を通して

企業に影響を及ぼすが、企業の広告や商

品から影響を受け、利益のみならず不利

益も受ける存在である38。 

このように企業とステークホルダーと

の関係を二つの側面で考えると、環境・

社会課題の解決等にステークホルダーと

の協働が強調されるのは、このステーク

ホルダーの影響を及ぼす側面の動きとマ

ッチし、人権の尊重は、ステークホルダ

ーの企業等から影響を受ける側面の動き

にマッチすると見ることができる。 

それぞれに具体的に見ていこう。 

 

5.2.1 ステークホルダーが影響を及ぼす

側面 

第２章で紹介した多様な国際合意や基

準のほとんどはステークホルダー参画の

もとに策定（関：2018、p.73）、特に多

様なステークホルダーが意見表明し対話

を重ねて合意形成に至るというマルチス

テークホルダー・プロセス39を取ってき

た。SDGs目標17の「パートナーシップ

で目標を達成しよう」もその流れであ

る。 

企業におけるステークホルダーとの関

係は前章で考察したように、課題も少な

くないが、また調査結果では十分解明さ

れていないものの、多様な分野でステー

クホルダー参画の事例が散見されるよう

になっている。 

たとえば、パーソナルデータの利活用

について、自主ルールにおける実効性の

担保として、消費者等も参画するマルチ

ステークホルダー・プロセスの活用が提

唱され40、2015年9月の個人情報保護法改

正の際に認定個人情報保護団体における

個人情報保護方針について消費者の意見

を代表する者等の意見を聴いて作成する

という形で導入されている（同法第53
条）41。 

ほかにも、企業不祥事の原因究明等に

おける第三者委員会への委員としてステ

ークホルダーが参画する例42では、不祥

事から影響を受けるステークホルダーの

意見の反映が期待される、あるいは新た

なビジネスにおけるルール作りのために

ステークホルダーが参画する例43も同様

にルールが未整備のなかで不利益を受け

かねない個人の意見を反映するものとし

て期待されている44。 

 
5.2.2 ステークホルダーが影響を受ける

側面 

前述したような国際合意・基準にはス

テークホルダーの尊重が共通項になって

いる。また、日本では、2020年10月に指

導原則の国別行動計画が策定されたこと

から45、今後、ますます企業のステーク

ホルダー尊重の取組みへの要請が強まっ

ていくと考えられる。 

企業の取組みの具体的な実践として、

日本経団連は、2018 年に「企業行動憲

章」46の原則４に「人権の尊重」を始め

て盛り込んだことが注目されている。ま

たパーソナルデータの活用や AI に関し
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て、企業における人権方針の策定、さら

にはサプライチェーンにおける人権尊重 
などを取り入れた調達方針も見られ始め

ている。 

 

６．おわりにー持続可能な社会に向け

て、責任あるビジネスの実践へ 

本論文では、人類の危機ともいえる持

続不可能な実態を示す環境・社会課題の

出現について、ビジネスの在り方が問わ

れていることから、これらの解決のため

に、策定された国際合意・基準から企業

への期待について確認した。その後、こ

れらの合意・基準の共通項を抽出し、企

業のビジネスにおける実践と照らし合わ

せて、その課題を考察してきた。さら

に、合意・基準と企業の実践とのギャッ

プについては、第一に、株主重視からス

テークホルダー重視への転換という考え

方だけで解決することはできず、問題

は、経済を環境、社会とどう関係づける

かであり、経済は、環境や社会の持続可

能性のうえに成り立つことの認識が重要

という結論に至った。 

第二に、人間を社会のなかで具体的に

捉え、ステークホルダーは企業に影響を

及ぼす存在として、企業経営に参画する

事例が多様な分野で見られ、他方で、ス

テークホルダーは影響を受ける存在とし

てはビジネスにおける人権が尊重される

動きとなっていることを確認した。 

今後、環境や社会の持続可能性をもと

にした企業の責任あるビジネスを実践し

ていくためには、従来の延長線では実現

できず、2030アジェンダでも示されたよ

うに「大胆かつ変革的な手段をとる」必

要があり、新たなビジネスモデルの検討

が必要とされるであろう。そこで最後

に、これまでの考察を踏まえて、企業の

責任あるビジネスについての示唆を４点

提示する。 

 
6.1 持続可能な社会に向けた企業の責任

を明確化する 

企業が環境・社会課題に対して、今ま

で以上に重視、あるいは経済活動の前提

とする企業活動を行っていくためには、

持続可能な社会に向けた企業の責任につ

いて改めて確認しておく必要がある。

「『会社とは何か』という根源的な問い

から出発しないかぎり、『会社の社会的

責任とは何か』という問題をまともに論

ずることは不可能」、「もし会社が株主

のものでしかないという株主主権論が正

しければ、会社の社会的責任という言葉

は、まったく意味をなさない」（岩井：

2005、p.84）からである。 

株式会社である企業の場合、法的には

株主が所有者とされるが、それは会社の

一面のみとらえたものであり、株主主権

論は、「モノ」としての会社の側面を見

ることによって、企業の社会的責任は利

益の最大化以外にないとのミルトン・フ

リードマンの主張（フリードマン、村井

訳、2008、p.249）へとつながることに

なる（岩井：2006、pp.20-22、pp.84-
85）。 

しかし、会社は法人、つまり「ヒト」

として会社資産を所有し、株主総会の議

決権、配当への請求権や残余財産請求権

などを持つ。また、「会社が『法人』と

して権利義務の主体となれるのは、法律

で定められたからであり、自明のことで

はない」（林：2020、p.1）、社会が法

人を「ヒト」として承認するのは社会に

とってなんらかのプラスの価値を持って

いるからであり、また、企業活動によっ

て生み出される経済上の利益は、利益の

最大化に限定する必要はなく、社会や時

代の変化によってその内容は変化し、環

境への配慮、しかもその内容は、市民社

会の成熟に応じて、グローバルな環境か

ら地球への配慮、さらには未来世代への

環境への配慮など拡大していくことにな

る（岩井：2006、p.95）。そして利益自

体も「合理的な適正利潤」（森本：

2015）と考えられるようになっている。 

責任あるビジネスの実践として、今日

の企業が自らのビジネスによってもたら

した負の影響への責任と同時に自らの影

響力の大きさを考慮して、ビジネスのプ

ロセスを責任あるものにすべきとしてい

ることを理解する必要がある。 

 

6.2 経営理念に環境・社会および個人尊

重を組み込む 
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企業には現代の社会における責任ある

行動として、企業内、あるいは外部にお 
いて生態系の保全や個人を尊重した実践

が求められるようになった。水谷はこの

ような企業に求められる変化について、

「近代資本主義社会において企業が取っ

てきたビヘイビアが、利益の極大化を目

指しての可能なかぎりのあらゆる有効な

手段・方法を用いる経営の戦略と管理に

あっただけに、そこでは、社会的視点や

人間的視点がとかく無視ないし軽視され

がちであったことは否めない」、「『効

率』や『競争』こそ企業人の最大の関心

であったといえよう」とし、これまでは

「効率性原理」および「競争性原理」に

もとづいていたビジネスは、「社会性原

理」および「人間性原理」を加えた四原

理に基づく必要があり、そのことを改変

することになる」という（水谷：1995、
pp.39-40）。なお、水谷は「社会性」に

ついて環境を含めて解釈しているが、今

日、持続可能性に占める環境は基本的か

つ重要であることから、「環境・社会

性」に修正して適用することが望ましい

と考える。したがって、「効率性原理」

と「競争原理」に加えて、「環境・社会

性原理」と「人間性原理」の四原理を確

立したビジネスが求められると考えられ

る。 

 

6.3 企業の目的を再認識・再構築する 

企業は利潤を追求する存在だけではな

く、何らかの目的をもって成立・存続し

ている。「新自由主義が説くような単純

なものではない」、「現在のほとんどの

革新的な企業を動機づけているのは、ビ

ジネス（企業）のビジネス（責務）は世

界の繁栄に貢献するという考えだ」（ラ

ワース：2018、p.266）。たとえば、化

粧品会社のラッシュ47は、「ラッシュの

信念」として、「私たちは、動物実験を

していないことを確認できた会社からの

み、原材料や資材を買い付け、またその

安全性は人間の肌の上で確認することが

重要であると信じています。」、「適正

な利益を得ること、常にお客様の価値観

を尊重することを大切にしています。」

など8つの項目を掲げている48。このよう

な価値観に根ざした企業目的は「企業の

責任を果たすための重要な一歩になる」

（ラワース：2018、p.266）。 

前述のダボス会議でもステークホルダー

資本主義の宣言にあたって、Purpose
（パーパス）の実現を目指すべきだとの

姿勢も表明している。企業は、自社の目

的は何かを改めて確認する必要があり、

そこで環境・社会課題を生まない、ある

いはそれらを積極的に解決するために目

的の再認識あるいは再構築が必要になる

だろう。 

環境面については、企業が「取り、作

り、使い、失う」という非環境再生的な

直線型の設計ではなく、循環型経済を目

指す必要があり（ラワース：2017、
pp.241-254）49、社会面については、個

人の尊重や協働を企業の目的とすること

も可能であろう。 

 

6.4 環境・社会および個人の尊重を組み

込むガバナンスを構築する 

地球環境を壊す経済活動を減らす、そ

して人権を尊重したビジネスを行うため

には、ガバナンスの変革も重要となる。

従来の経済における環境・社会の考慮の

延長では実現できず、政府、国際機関、

国家、政府、国際機関、地方自治体、市

民などさまざまな主体によるガバナンス

が重要となり、第 2 章で述べた国際合

意・基準もその一つといえるだろう。そ

して、経済活動の中心的存在である企業

は、現代にふさわしいガバナンスの見直

しが必要となるだろう。そこには、ステ

ークホルダーの参画が大きな要素になる

と考える。「ステークホルダーとの対話」

では不十分であり、ビジネスを環境・社

会の視点、個人の尊重の視点に転換する

ために、多様なステークホルダーが参画

するガバナンスの構築が求められるので

はないだろうか。 
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